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インドにおける資産会計（1）
嶺 輝 子
1．はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くり　前稿で，「インドにおける会社の財務報告」　について，簡単な紹介および考察を行った。
インドの1956年会社法は，第6附則に示された計算書類の様式に従って，会社の財政状態に
ついて真実かつ公正な概観を与えるように貸借対照表を，そして，当年度中の会社の経営成
績（損益）について真実かつ公正な概観を与えるように損益計算書を，作成・開示すること
　　　　　　　く　ラ
を要求している。会社の財政状態および経営忌詞について真実かつ公正な概観を計算書類
の読者に与えるためには，計算書類が，一般に認められた会計基準によって作成されること
が必要である。現在，インドで強制力のある会計基準として一般に準拠されているものは，
1956年会社法および1961年所得税法に示されている会計規定である。1949年の勅許会計士法
によって設立されたインド勅許会計士協会（The　Institute　of　Chartered　Accountants　in　In一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のうdia）の会計基準審議会（Accounting　Standards　Board）によって公表されている会計基準は，
（1）拙稿「インドにおける会社の財務報告」東南アジア研究年報，第29集（1987年12月），69～85頁。
（2）1956年インド会社法（lndian　Companies　Act，1956），第211条。
（3）1983年までに公表された会計基準（Accounting　Standards）には，次のようなものがある。
ASl
AS　2
AS　3
AS　4
「会計方針の開示」（Disclosure　of　Accounting　Policies）
「棚卸資産の評価」（Valuation　of　Inventories）
「財政状態の変動」（Changes　in　Financial　Position）
「偶発事象および後発事象」（Contingencies　and　Events　Occuring　after　the　Balance
Sheet　Date）
AS　5　「前期修正項目，異常項目および会計方針の変更」（Prior　Period　and　Extraordinary　Item
and　Changes　in　Accounting　Policies）
AS　6　「減価償却会計」（Depreciation　Accounting）
AS　7　「工事契約に関する会計処理」（Accounting　for　Construction　Contracts）
　これら会計基準は，すべて国際会計基準（lnternationa1　Accomting　Standards＝IAS）に応じて公
表されたものである。AS　1はIAS　1に，　AS　2はIAS　2に，　AS　3はIAS　7に，　AS　4はIAS　I　Oに，
AS　5はIAS　8に，　AS　6はIAS　4に，　AS　7はIAS　l　lに，該当する。また，イギリスにおいても，
AS　l～7に該当する会計基準（Statements　of　Standard　Accounting　Practice＝SSAP）が，それら
の公表に先立って公表されているが，ASとSSAPの対応関係は，　ASとし儀Sの対応関係ほど適合
していない。なお，AS　1～7の会計基準は，会社法の会計規定には抵触していないが，税法上の
処理と異なる会計処理を勧告している場合が若干ある（L．L．　Orsine，　J．P．McAllister＆R．N．
Parikl，　World　Accounting，　Vol．2，　Matthew　Bender＆Co．，1986，　p．　IND－7）。
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必ずしも強制力のあるものではなく，勧告にすぎないが，監査人による指導等を通じて，会
　　　　　　　　　　　　　　　　くの
計規範として準拠されてきている。
　そこで本論文では，期間損益計算という技術的目的を持って行われる会計処理に関する検
討の第一歩として，インドの会社法，税法およびインド勅許会計士協会の公表している一連
の会計基準に準拠して，どのように資産が会計処理（決算評価を含む）されているかについ
て検討することにする。その際，二丁と同様，宗主国であるイギリスのそれと比較する形で
検討するが，本論文では，新たに参考として，国際会計基準や我国の会計基準についても言
及することにする。インドの1956年会社法では，資産の部は，次のように区分されている（附
　　　く　ラ
則v［）。
　国定資産（Fixed　Assets）
投資（Investments）
　流動資産，貸付金および前渡金
　　A　流動資産（Current　Assets）
　　B　貸付金および前渡金（Loans　and　Advances）
雑支出（Miscellaneous　Expenditures）＊
　　　＊雑支出の区分には，創立費，開発費，株式または社債の発行費や発行差金などの繰延資産が表
　　　示される。
（4）　Ibid．，p．　IND－7．
　　　　　　　　　　　　　　スケジュ　ル（5）イギリスの1967年会社法第2附則は，資産の部を，①固定資産，②流動資産および③その他の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スケジュ　ル　資産に区分していたが，1981年会社法第1附則（これは，そのまま，1985年会社法第4附則とし
　て収録）では，資産の部は，次のように区分されている。
　　A　払込請求済・未払込株式資金＊
　　B　固定資産
　　C　流動資産
　　D　前払費用および未収収益＊
　　　＊　これらの項目（AおよびD）は，流動資産の区分（の債権の項）において，独立した項目
　　　として表示することができる。
　　　なお，投資は，長期投資については固定資産の区分に，そして，短期投資については流動資産
　の区分に含められており，インドの場合のように独立した区分となっていない。
　　参考までに，我国の資産の部の区分を示せば，次のようである（企業会計原則，財務諸表規則等）。
　　流動資産
　　固定資産
　　繰延資産
　　我国の場合には，インドやイギリスの場合と異なり，流動性配列法によって資産項目が表示され
　ている。
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　上記の区分に従って資産の取得時および期末の会計処理（評価を含む）について，以下，
検討する。
1［．固定資産
　固定資産とは，1年を超える長期間あるいは数営業周期にわたって使用ないし利用される
資産である。ここでいう使用される資産とは，生産および販売活動のために使用する目的で
所有されている土地，建物，機械，備品などの有形固定資産を意味し，利用される資産とは，
生産および販売活動のために利用する目的で取得されている営業権（＝のれん），特許権，
商標権，意匠権，電話加入権などの，法律または慣習上の権利を表わす無形固定資産を意味
する。固定資産は，さまざまな観点ないし立場から分類され得るが，一般的には，固定資産
の外形による形態別分類が採用されている。イギリスの場合，固定資産は，①無形資産，②
　　　　　　　　　　　　く　ラ
有形資産，および③投資に，我国の場合には，①有形固定資産，②無形固定資産，および
　　　　　　　　　　く　ラ
③投資その他の資産に，そして，国際会計基準では，①有形固定資産および②その他の固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ定資産（長期投資，長期債権，無形固定資産，繰延資産が含まれる）に，分類・表示され
ることが要求されている。これに対して，インド会社法では，固定資産を可能な限り，（a）の
れん，（b）土地，（c）建物，（d）借地権，（・）鉄道軌道，（f）設備および機i械，（g）什器および備品，（h）
建設中の資産（二建設仮勘定），（i）特許権・商標権・意匠権，（j）家畜類，（k）車輌などの科目
に区別して表示することを要求しているだけであって，固定資産区分内部での分類表示は要
　　　　　　　のう
求されていない。
　固定資産の会計処理は，その形態および性質によって異なるので，固定資産を有形固定資
産，無形固定資産および投資に，あるいは償却性資産と非償却性資産とに分類するのが便利
である。ただ，インドでは，短期投資と長期投資を一括して「投資」という独立した区分に
しているので，投資は別個に検討することにして，ここでは，投資を除き，固定資産を有形
固定資産と無形固定資産とに分けて検討することにする。
　　1　有形固定資産
　国際会計基準によると，有形固定資産とは，有形の資産であり，かつ，次の要件を満たす
ものである。
「（a）財貨の生産もしくは用役の提供に使用する目的で，外部への賃貸目的で，または管理
　　上の目的で企業が保有するもの（このような資産の維持または修繕の目的で保有してい
　　るものを含むことがある）
（6）1985年イギリス会社法第4附則。
（7）商法第281条第1項に係わる，株式会社の貸借対照表，損益計算書，営業報告書及び附属明細書
　に関する規則第5条，および，財務諸表規則第14条。
（8）国際会計基準第5号「財務諸表に開示すべき情報」（1976年10月），11項および12項。
（9）1956年インド会社法第6附則。
108
　（b）継続的に使用することを意図して取得または建設されたもの，および
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　（・）通常の営業過程において販売することが意図されていないものをいう。」
　有形固定資産は，イギリスでは，さらに，①土地および建物，②工場および機械，③器具，
備品，工具および付属設備，④前払金および建設中の資産の4つに区分表示されることが要
　　　　　　　ラ求されている。我国では，⑦建物，◎構築物，⑧機械及び装置，◎船舶，㊨車輌及びその
他の陸上運搬具，㊦工具，器具及び備品，㊦土地，⑦建設仮勘定（＝建設中の資産），①そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　う
の他，に区分して表示することが要求されている。しかしながら，会計処理（特に期末評
価）上の観点からすれば，有形固定資産を，その性質上，償却を必要とする償却性有形固定
資産（⑦～㊦）と，償却を必要としない非償却性有形固定資産（㊦～①）とに分類するのが
便利である。
　　　（1）償却性有形固定資産
　償却性有形固定資産とは，使用または時の経過により生ずる物理的，機能的あるいは経済
的起因によってその価値が減少していくような有形固定資産である。これには，インド会社
法で固定資産の区分に区別して表示すべきものとして列挙された項目のうち，（b），（c），（e），
（f），（g），（j）および（k）が含まれる。
　　　a．取得時の会計処理
　有形固定資産は，その取得時に，取得原価によって帳簿に記録される。インド会社法は，
原価の構成要素について特に規定してはいないが，一般的に，有形固定資産の種類（建物，
機械，備品など）や取得形態（購入，自家建設，交換など）によって，その具体的内容は異
なる。ここでは，取得形態毎の原価の構成要素についての検討を中心に進めていく。
　（i）購入の場合……通常の取引によって外部から購入するというのは，最も一般的にみら
れる取得形態である。国際会計基準によると，原価は，「輸入関税および還付されない取得
税を含む購入価格と所期の目的に利用するために当該資産を稼働できる状態におくために直
接必要とされる費用とから成り，値引および割戻は，その購入価格を算定する際に控除され
る。」なお，管理費およびその他の一般的な間接費であっても，資産の取得およびそれを稼
得できる状態におくことに特別に関連していれば，原価の構成要素に含められるし，また始
動費用およびこれに関連する生産開始前の費用も，資産を稼働できる状態におくために必要
とされる限り，原価の構成要素に含められることができる。但し，稼働できる状態にある有
形固定資産の購入価格の支払いが，通常の場合よりも長期におよぶ場合に，その購入価格に
含まれている金融費用（利息相当額）は，原価に含めず，支払期間にわたって費用処理され
　　　　　　　　ロヨう
る方が適切である。このような原価の構成要素についての考え方は，インド，イギリスお
⑳　国際会計基準第16号「有形固定資産の会計」（1982年3月），6項。
⑳　1985年イギリス会社法第4附則。
吻　財務諸表規則第23条。
㈹　国際会計基準第16号，11～14項および37項。
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よび我国においても同じである。例えば，1985年イギリス会社法第4附則の第26条第1項は，
「資産の購入価額は，支払われた実際の価額にその取得に付随した費用を加えて決定しなけ
ればならない」と規定している。「所期の目的に使用するために当該資産を稼働できる状態
におくために直接必要とされる費用」，いわゆる付随費用（例えば，購入手数料，保険料，
整地費，搬入費用および取扱費用，据付費用，専門技術料など）を，その発生した期間の費
用とするのではなく，有形固定資産の原価に含めるのは，当該資産の使用による収益獲得期
間に，付随費用を対応させるためである。
　（ii）自家建設の場合……自ら建設または製作することによって取得した場合の原価は，国
際会計基準によると，その取得した「特定の資産に直接関連する費用と，一般的に建設活動
に必要な費用で，その特定の資産に配分できるもの」から構成され，非能率によって発生す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
る費用や内部利益は原価に含められるべきではない，と規定されている。1985年イギリス
会社法第4附則第26条によると，「資産の製作価額は，使用された原材料および消耗品の購
入価額に，発生した原価で当該資産の製作に直接帰属させることのできる原価を加算して決
定しなければならない」（第2項）と規定されている。さらに，（a）当該資産の製作に間接的
に帰属させることができる発生原価のうち，合理的な部分（但し，その製作期間に関係する
範囲に限られる）や，（b）当該資産の製作のために借入れた資本の利子（但し，製作期間中の
ものに限られる）も，原価に含めることができる（第3項）とされている。
　わが国の場合，適正な原価計算基準に準拠して計算された実際の建設または製作原価（一
般に製造原価と呼ばれ，材料費，労務費および製造経費から構成されている）が，自家建設
によって取得された資産の原価とされている。なお，自家建設のための資金を社債発行や借
入金によって調達した場合の利子で稼働前の期間に属するものは製造原価に，すなわち取得
原価に含めることができるのである（連続意見書第三・第一・四・2）。この借入利子を，
購入したまたは自家建設した資産の取得原価の一部に含める問題については，国際会計基準
　　　　　　　　　　　　　　く　らう
第23号において検討されている。インドにおいても，有形固定資産を購入または自家建設
（1φ　国際会計基準第16号，15項および38項。
㈹　国際会計基準第23号「借入費用の資産化」（1984年3月）は，借入利子よりも範囲の広い借入費
　用（利子の他に，社債発行差金の償却額，借入準備のための付随費用の償却額，資金の借入れに関
　する為替差損益で利子費用の修正とみなされる部分を加えたもの）の資産化を問題にしている（2
　項）。しかも，借入費用の資産化の対象となる資産には，購入または自家建設によって取得される
　有形固定資産に限定されるのではなく，企業に対する投資，販売可能になるまで長期間を要する棚
　卸資産，不動産およびその他の長期開発プロジェクトも含まれる（10項）。国際会計基準第23号は，
　借入費用を資産化すべきであると主張しているのではなく，借入費用を資産化する方針を採用する
　か，当期の費用とする方針を採用するかを明確にすることを要求し，そして，資産化する方針を採
　用する場合における資産化の方法について規定しているのである（21～29項）。借入費用の資産化
　が認められる論拠は，費用・収益対応の原則であり，借入費用を，当該資産の使用によって稼得さ
　れる収益に対応させるためには，その借入費用を取得原価に含めて，その後の償却手続によって，
　当該資産の使用によって収益が稼得されると予期される期間にわたって，費用化して行く必要があ
　るからである。
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によって取得するために借入れた資金に関する利子費用は，当期の費用として会計処理する
こともできるし，また資本化（＝資産化）することもできると規定されている。ただし，資
本化される利子は，当該有形固定資産が使用されるようになるまでの期間に関係があるもの
に限られる。資本化された利子は，別個¢）勘定に記録され，借入期間を超えない期間にわた
　　　　　　　　　　　　く　う
って償却されることになる。
　㈹　交換の場合一…交換にもさまざまな形態があるが，有形固定資産を，①その他の資産
（通常，固定資産）との交換によって取得する場合と，②株式またはその他の有価証券（通
常，社債）との交換によって取得する場合とに大別することができる。国際会計基準によれ
ば，①の場合，現金もしくはその他の対価による支払差額もしくは受取差額をもって調整し
　　　　　　　　　　　　　くユの
た，提供した資産の公正価格　（取得した資産の公正価格が明確である場合には，その公正
価格）が原価となる。なお，特に交換される資産が類似している場合には，現金もしくはそ
の他の対価による支払差額もしくは受取差額をもって調整した，提供した資産の正味帳簿価
額を原価とすることもできる。また②の場合，取得した有形固育資産の公正価格または，発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほおラ
行ないし提供した有価証券（株式や社債）　の公正価格のうち，いずれかより明確な公正価
　　　　　　　く　　ラ
格が原価となる。イギリスの場合には，特に規定はない。
　我国の場合，①の場合には，提供した資産の適正な簿価’（原価から減価償却累計額を控除
した正味帳簿価額）が原価となる。もちろん，等価交換でない限り，現金等によって差額が
調整されるから，その差額を受取ったまたは支払った場合には，その差額を考慮に入れなけ
ればならない。次に②の場合であるが，この場合には，提供した有価証券の時価（交換時の
市場価格）または適正な簿価（市場価格が不明の場合）が原価となる（連続意見書第三・第
一・ l・4）。
　㊥　贈与の場合……贈与によって有形固定資産を取得するということは非常にまれであ
り，国際会計基準やイギリスの会計基準には規定がない。我国の場合には，連続意見書にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　のいて，「時価等を基準として公正に評価した額をもって取得原価とする」　旨が述べられて
いる。贈与によって取得したということは，無償で取得したということであるから，取得原
価は，当該有形固定資産を引取り，営業活動において使用できるようにするまでの付随費用
だけであると考えられるかもしれない。しかしながら，もし贈与された資産を営業活動に使
用しながら貸借対照表に表示せず，また，その減価償却費を計上しないとすれば，会計は，
㈹　L．L．　Orsine，　J．P．　McAllister＆R．N．　Parikl，　op．　cit．，p．　IND－21．
㈲　国際会計基準第16号でいう「公正価格」とは，買主と売主との問で「純然たる商業ベースでの取
　引により資産が交換されるであろう金額をいう」（6項）。
㈹　株式を発行して有形固定資産と交換した場合には，それは単なる交換ではなく，現物出資と考え
　られる。したがって，出資者に対しで交付した株式の発行価額が原価となると考えられる。
⑲　国際会計基準第16号，17項，18項および39項。
⑳　連続意見書第三・第一・四・5。
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企業の所有する財産の保全・管理と収益力の適正な計算を行うことができなくなる。こうい
つたことから，贈与によって，つまり無償で取得した場合であっても，受贈有形固定資産を，
その時の正常な市場を通じて購入・取得したとすれば，当然に支払わなければならないであ
ろう対価を基準とした評価額で記録することが必要なのである。
　以上，各取得形態の場合における原価の構成要素について検討したが，企業は，有形固定
資産取得後に，当該有形固定資産に対して，修繕，維持，取替，改良などのための支出を行
うことがある。その場合，その支出が有形固定資産の原価を構成するか否かを判断しなけれ
ばならない。原価を構成する支出は，「資本的支出」（capital　expenditure）と呼ばれ，当期
の費用として処理される支出は，「収益的支出」（revenue　expenditure）と呼ばれる。
　インドでは，単なる原状回復目的の通常の修繕および維持のための支出は，収益的支出と
して取扱われる。また，特別修繕のための支出も，通常，収益的支出として取扱われるて定
期的に特別修繕を必要とする産業では，特別修繕に備えて，毎期，引当金を設定している）。
例外的な場合にのみ，耐用年数を延長させる特別修繕は，資本的支出として取扱われる。設
備や装置の主要な構成要素を除去し，取替える費用は，それによって生産能力が向上するか
否かにかかわりなく，収益的支出として取扱われる。ただし，その取替えられた構成部分が
非常に多額で，明らかに，当該設備ないし装置のその他の構成部分とは別個の耐用年数を有
し，独立した部分として識別されるような例外的な場合には，その除去・取替支出は，資本
的支出として取扱われることができる。これに対して，拡張，増築，延長など，当該有形固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ定資産の構成要素の追加のための支出は，資本的支出として取扱われる。
　この問題について，国際会計基準は，「有形固定資産に対する事後支出は，現在保有され
ている資産から発揮される将来の便益が以前に評価された稼働能力の水準を超過するのに貢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　献ずる場合に限り・当該資産の簿価に追加計上しなければなちない」　と規定している。将
来の便益を増大させる支出が，資本的支出として原価を構成することになるのであるが，国
際会計基準は，将来の便益を増大させる例として，次のものを列挙している。
「（a）当該資産の見積耐用年数の延長
　（b）生産能力の増強，または，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）
　（c）生産物の著しい質的向上または以前に見積られた営業上の費用の減少。」
　有形固定資産の取得後の支出が資本的支出であるか収益的支出であるかを決定すること
は，実際問題として困難であることが多いのであるが，イギリスでも，我国でも，会社法お
よび会計基準において，資本的支出と収益的支出の区別基準は示されていない。ただ，我国
の場合には，法人税法施行令において，固定資産の耐用年数を延長させるか，または固定資
⑳　LL．　Orsine，　J．P．　McAllister＆R．N．　Parik1，0p．　cit．，p．IND－22．
⑳　国際会計基準第16号，40項。
㈲　国際会計基準第16号，19項。
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産の価値を増加させる支出を資本的支出として規定しており，実質的に，上記の国際会計
基準と異なるところはないと考えられる。
　　　b．期末における会計処理
　償却性有形固定資産は，期末において減価償却されたり，あるいは，永久的損傷による切
り下げが行われたり，また，再評価が行われたりする。インドでは，インド勅許会計士協会
の調査研究委員会が，1981年に202社を対象として調査結果をまとめた『公表計算書類の慣
　　く　らう
行』　によれば，ほとんどの会社が，歴史的原価を表示し，それを基礎とした減価償却を行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の
っており，再評価をしている会社は一部にすぎないと述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　インド会社法は，次のいずれかの方法によって減価償却をすることを要求している。
　　（1）1961年所得税法の第32条によって定められている率を適用しての定率法
　　（2）（1）の方法が用いられる場合と同じ耐用年数にわたって原価の95％まで償却できる率
　　　を適用しての定額法（直線法）
　　（3）（1）の方法が用いられる場合と同じ耐用年数にわたって原価の95％まで償却できるも
　　　のとして中央政府によって承認された方法。
　インド勅許会計士協会の会計基準審議会によって，会計基準第6号「減価償却会計」
（1982年11月）が公表されたが，この基準は，森林，二二性資産，研究・開発に関する支出，
営業権（＝のれん），家畜および当該企業にとって耐用年数が有限でない土地には適用され
ない。この基準が公表された目的は，会社法や所得税法上の要求によって減価償却を行う場
合の，その減価償却費の計算の基礎を提供するためである。減価償却をするに当たっては，
償却資産の償却可能額を，規則的な基準（いうなれば，上記の（1）～（3）の償却方法）に基づい
て，当該償却資産の耐用年数中の各会計期間に配分すべきであると勧告している。また，償
却資産の耐用年数は，予測される物理的な磨滅・消耗，陳腐化，当該資産の使用に関する法
的またはその他の制約，のような要素を考慮した後に見積もられるべきであると勧告してい
る。しかし，もしも，経営者の見積もった資産の耐用年数が，該当の法律規定において示さ
㈱　法人税法施行令第132条は，固定資産に対する支出のうち，次に掲げる金額に該当するものは資
　本的支出としてド支出年度の所得計算上，損金に算入しないと規定している。
　　①固定資産の取得の時において，その資産につき通常の管理または修理をするものとした場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　に予測される，その資産の使用可能期間を延長させる部分に対応する金額。
　　②固定資産の取得の時において，その資産につき通常の管理または修理をするものとした場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　に予測されるその支出の時における，その資産の価額を増加させる部分に対応する金額。
㈱　Research　Committee　of　the　Institute　of　Chartered　Accountants　of　India，　Precedents　in　Published
　Accounts，1981．
㈱　Claire　Marston，　Financial　Reporting　in　India，　Croom　H：elm　Ltd．，1986，　p．38．
鋤　インド会社法第205条および第350条；L．L．　Orsine，　J．P．　McAIIister＆R．　N．　Parikl，　op．　cit．，p．
　IND－23．
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れたものよりも短かった場合には，減価償却引当金は，より高い償却率によって適切に計算
されなければならない。また逆に，経営者の見積った資産の耐用年数が，法律規定によって
示されたものよりも長かった場合には，当該法律規定に示されたものよりも低い償却率が，
法の要求に準拠して適用されることになる。また，選択された減価償却方法は，毎期，継続
して適用されるべきであり，減価償却方法の変更は，法律の要求に応じる場合，会計基準に
準拠させる場合，あるいは，その変更によって財務諸表の表示が一層適切になる（一層，企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ
業の真実かつ公正な概観を与えることになる）場合，に限られるべきであると述べている。
　インドの商工企業によって最も一般的に適用されている減価償却方法は，定額法と定率法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　
であるが，税務上では，定率法のみが認められているにすぎない。以上の検討から，イン
ドでは，税務上，各償却性資産の耐用年数は法定されており，残存価額も取得原価の5％と
されていることがわかる。
　償却性有形固定資産の耐用年数が途中で改訂された場合には，減価償却費は残存耐用年数
にわたって修正される一方，すでに引当てられている引当金は再計算され，その差額（引当
不足または引当超過額）は，異常項目を通じて調整されることができる。償却性資産の歴史
的原価が，為替レートの変動や価格修正などの原因によって影響を受けた場合には，その修
正された未償却額を基礎にして，残存耐用年数にわたって償却され，将来に備えて引当てら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れる。また，償却性資産を再評価した場合には，その再評価額を基礎として，見積残存耐用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの
年数にわたって償却され，引当金が設定されることになる。
　次に，国際会計基準をみてみよう。国際会計基準第4号「減価償却の会計」は，期末にお
　　　　　　　　　　　うける減価償却の必要性について，「資産の価値が財務諸表に記載されている価額を超えた
場合には，減価償却をする必要がないという考え方が時おり示される。しかし，減価償却費
は，資産の価値の増加にかかわりなく，償却可能額に基づいて，各会計年度に賦課されなけ
ればならないものと考えられる」（4項）と述べている。資産の価値が減少した場合はもち
ろんのこと，増加した場合にも減価償却が必要であるということは，減価償却が，償却資
　くヨ　ラ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
産の評価手続ではなく，償却可能額の配分手続であるということを意味している。r償却
㈱　Claire　Marston，　op．　cit．，p．64．
㈲　LL．　Orsine，　J．P．　McAlhster＆R．　N．　Parik1，0p．　cit．，p．IND－24．
㈹　Claire　Mafston，　op．　cit．，p．65．
㈲　国際会計基準第4号「減価償却の会計」（1976年10月）によると，（a）森林およびこれらに類似す
　る再生産可能な天然資源，（b）鉱物，石油，天然ガスおよびこれらに類似する再生産不可能な資源の
　踏査および試掘に関する支出，（c）試験研究および開発に関する支出，それに（d）のれんは，減価償却
　の対象から除かれる（1項）。
㈱　ここでいう償却資産とは，「（a）一会計年度を超えて使用されることが予想され，（b）有限の耐用年
　数：をもち，かつ（c）企業が，財貨および用役の生産もしくは提供に使用する目的のため，企業外部へ
　の賃貸目的のため，または管理目的のため保有する資産」（2項）である。
㈲　ここでいう償却可能額とは，「取得原価または取得原価に代わる財務諸表記載額から，見積残存
　価額を控除した金額」（2項）である。
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資産の償却可能額は，当該資産の耐用年数にわたり各会計年度に規則的な方法により配分さ
れなければならない」（13項）。そして，「選択された減価償却方法は，その変更を正当化す
る状況の変化がない限り，毎期継続して適用されなければならない」（14項）と述べている。
この点は，インドの場合と全く同じである。それというのも，インドの会計基準第6号が，
この国際会計基準第4号を基本的に取り入れたと考えられるからである。それはともあれ，
国際会計基準は，減価償却方法について，単に「規則的な方法」というだけで，具体的な減
価償却方法を提示していない。これは，いかなる減価償却方法を認めるかについての決定を，
各国の歴史的背景・事情によって確立された，従来からの実務慣行に委ねようとするもので
ある。
　減価償却とは別に，もしも，使用目的で所有している，あるいは実際に使用しておらず，
かつ処分する目的で所有している，有形固定資産の有用性（用役潜在力）が，損傷，陳腐化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨ　ラ
などのために永久的に損なわれたことによって，回収可能額が正味帳簿価額よりも低くな
った場合には，当該正味帳簿価額を回収可能額まで切り下げ，その差額を直ちに損失として
　　　　　　　　　　　くヨらう
処理しなければならない。
　次に，有形固定資産が再評価（ここでいう再評価は，一般的な物価変動や為替レートの変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
動による影響を反映させることを意図しての再評価とは区別される）される場合について，
国際会計基準第16号は，次のように述べている。再評価によって改訂される正味帳簿価額は，
回収可能額を超えてはならない（45項）。また，再評価によって有形固定資産額が増加した
場合，再評価日に存在する減価償却累計額を取り崩し，これを利益として処理してはならな
い（23項および46項）。そして，再評価によって有形固定資産の正味帳簿価額が増加した場
合，または減少した場合には，次のように会計処理される（47項）。
①増加した場合・・…・正味帳簿価額の増加額は，再評価剰余金（revaluation　surplus）とし
　　　　　　　　て株主持分に含められる。ただし，その増加額が，以前に損失として
　　　　　　　　処理された，再評価による減少額に関連している場合には，その減少
　　　　　　　　額を超えない範囲内で，当該増加額は，利益として処理することがで
　　　　　　　　きる。
㈱　ここでいう回収可能額とは，「資産の正味帳簿価額のうち，当該資産を将来使用することによっ
　て企業が回収しうる部分をいい，これには処分の際の資産の正味実現可能価額が含まれる」（国際
　会計基準第16号，6項）ことになる。
㈲　国際会計基準第16号，20項および41項。
㈹　ここでいう再評価は，専門家としての資格をもつ鑑定人による鑑定評価であることが必要である
　が，これ以外にも，指数化方法および現在価格を考慮する方法も容認されている（22項）。なお，
　有形固定資産の再評価額を財務諸表に表示する方法には，①正味帳簿価額を正味再評価額に等しく
　するために，総帳簿価額と減価償却累計額を修正表示する方法と，②減価償却累計額を消去し，正
　味再評価額を新たな総帳簿価額として取扱う方法，がある（23項）。
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　②減少した場合……正味帳簿価額の減少額は，直接，損失として処理されなければならな
　　　　　　　　　い。ただし，その減少額が，以前に再評価剰余金への貸記額として記録
　　　　　　　　　され，その後，取り崩しも使用もされていない増加額に関連している場
　　　　　　　　　合には，当該減少額は，以前の増加額に対し賦課するために，当該再評
　　　　　　　　　価剰余金に直接借記されなければならない。
　次に，イギリスの場合について検討することにしよう。国際会計基準第4号に相当するも
のとして，会計実務基準書（Statements　of　Standard　Accounting　Practice：SSAP）第12号「減
　　　　　　　くヨアラ
価償却の会計」　がある。SSAP12の第4部において，　SSAP12に準拠すれば自動的に国際会
計基準第4号に準拠したことになると述べられていることから明らかなように，SSAP12と
国際会計基準第4号とは，実質的に同一である。したがって，ここでは，会社法の規定（1985
年会社法第4附則）を中心として検討することにし，SSAP12については，会社法の規定に
関連させて言及することにする。
　会社法は，経済的耐用年数が有限である固定資産については，その経済的耐用年数の期間
にわたって体系的に減価償却をしなければならない，と規定している（第4附則，第18条）。
SSAP　12は，「有限の耐用年数をもつ固定資産の場合，資産の原価（または再評価額）から
見積り残存価額を引いた金額を，当該資産の使用によって効益を受けると予想される期間に
できるだけ公正に配分して，減価償却の引当計上をしなければならない」（17項）と述べて
いる。そして，たとえ固定資産の市場価値が簿価を上回っている場合であっても，「資産の
使用，時の経過または技術革新や市場の変化による陳腐化を原因として発生する固定資産価
値の消耗，費消または喪失」（1項）があるときは，減価償却をしなければならない（13項）。
会社法によれば，上で述べたように，経済的耐用年数が有限である固定資産は，たとえそれ
が投資を目的として（つまり，賃貸料収入や将来の値上がり利益を目的として）取得された
固定資産（投資不動産）であっても，減価償却の対象となる。ところが，SSAPI9「投資不
　　　　　　く　
動産の会計」　は，かかる投資不動産には，SSAP　12の規定する減価償却は適用されないと
いう（10項）。その理由は，「企業の所有する固定資産の相当部分が，営業において費消され
るのではなく投資として保有されており，これを処分しても企業の製造活動や営業活動に大
きな影響を及ぼさない場合には，……毎年組織的な減価償却費の計算をすることよりも，こ
れら投資不動産の時価およびその変動の方が重要である」（2項）からである。このように，
㈲　SSAP　12は，1977年12月に公表されたが，1981年11月に一部が改訂された。　SSAP12でいう減価
　償却には，耐用年数が予め決定されている固定資産（例えば，定期借地権やファイナンス・リース
　によって資産化された固定資産）のアモチ直心ションや痛心性資産（例えば，鉱山）の減価償却が
　含まれる。なお，SSAP12は，田中　弘「イギリスの固定資産会計基準一会計実務基準書第12号，
　第19号および公開草案第37号7」（愛知学院大学論叢『商学研究』31巻4号（1986年6月），77頁以
　下）において全訳されているので，本論文では，これを利用させていただいた。
劔　1981年11月に公表されたSSAP19についても，田中助教授による全訳がある（「上掲論文」）。
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会社法とSSAPが同一事項の会計処理をめぐって対立する場合，必ずしも強行法たる会社法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　うの規定が優先するとは限らないのである。なお，20年以下のリース契約で投資不動産を保
有している場合には，投資不動産であっても，SSAP　12の規定する減価償却の対象となる（5
　　くるの
項）。
　資産の原価（または再評価額）を減価償却費として，あるいは減価償却引当金として，各
会計期間に公正に配分する場合，「経営者は技術上，営業上，および会計上の要点に照らし
て判断を行使しなければならない。したがって，毎年毎年，これらの要点を再検討する必要
がある。経験上得られた結果から，または，環境の変化から，当初の耐用年数の見積りを変
更する必要があると考えられる場合は，未償却残高を，新しく決められた残りの耐用年数の
期間の収益に賦課すべきである」（5項）。またもし，減価償却方法を変更した方が「より公
正な経営成績および財政状態を表示することになる」（8項）と判断される場合には，減価
償却方法の「変更の年度を初年度として，新しい方法によって，未償却原価を残りの耐用年
数にわたって償却しなければならない」（20項）。これらのことから明らかなように，耐用年
数の途中で，耐用年数を変更したり，あるいは減価償却方法を変更しても，過年度の損益修
正は行われないのである。
　会社法によると，固定資産の価値の減少が永久的であると予測される場合には，その価値
の減少した固定資産に対して，価値減少額に相当する引当金を設定しなければならない（第
4附則，第19条第2項）。また，引当金を設定した理由がなくなったときには，その不要と
なった範囲において引当金を取崩さなければならない（第4附則，第19条第3項）。この点
について，SSAP12は，有形固定資産の「未償却残高の一部でも（多分，陳腐化または製品
に対する需要の低落を原因として）回収できそうもない場合は，直ちに，資産価額を回収可
能と見積られる金額まで減額し，この回収可能額だけを残りの耐用年数に配分するようにし
なければならない」（5項）と述べている。要するに，有形固定資産の価値が陳腐化等によ
って減少し，回復する見込みがなく，かつ回収可能額が正味帳簿価額よりも低くなった場合
には，正味帳簿価額を回収可能額まで切り下げ，その差額を引当金として設定する一方，切
り下げられた正味帳簿価額＝回収可能額に基づいて，減価償却を実施すべきであるというの
㈲　この点について，田中助教授は，チェスニィーの，法は一般論ないし一般規定を提供し，個々の
　具体的事例への適用方法は，会計基準がこれを定めるという見解を引用し，その考え方に立てば，
　法と会計基準の関係は，あたかも一般法（普通法）と特別法の関係にあると考えられ，後者が優先
　することになると説明しておられる（田中　弘「イギリスの固定資産会計」愛知学院大学論叢『商
　学研究』32巻1号（1986年11月），138～139頁）。
㈹　その理由は，次のように説明されている。すなわち，「一方で，短期リース不動産〔を取得する
　際に支払ったプレミアム〕を投資再評価積立金をもって償却しておきながら，他方でこのリース不
　　　レンタル
　動産を賃貸することから得られる賃貸収益を損益計算書に計上するといった会計処理を防止するた
　めである」（5項）と。
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である。
　イギリスでは，会社法で，有形固定資産を歴史的原価で評価することに代えて，市場価値
　　　カレントロコスト
または現在原価で評価できる代替的会計規則を選択適用することが認められている（第4附
則，第31条第2項）。もし有形固定資産を再評価した場合，その再評価によって生ずる評価
差額（評価益または評価損）は，当期の損益として会計処理されるのではなく，「再評価準
備金」（revaluation　reserve）に旧記または借記されなければならない（第4附則，第34条第
1項）とともに，その再評価額に基づいて減価償却を実施しなければならない（第4附則，
第32条第1項）。なお，この再評価準備金は，その積立金額が会社の採用した会計方針によ
って不要となったときには，その範囲で取崩されなければならない。ただし，次のいずれか
の場合に限り，その金額を，再評価準備金から損益計算書に振替えることができる（第4附
則，第34条第4項）。
　（a）その金額が，以前に損益計算書の借方に（つまり評価損として）計上されていた場合，
　　または，
　（b）その金額が，実現利益である（つまり，未実現の評価益が，固定資産の売却によって
　　実現利益となった）場合。
　SSAP12は，有形固定資産を再評価した場合について，次のように述べている。資産を再
評価し，その再評価額で財務諸表上表示する場合，減価償却費および減価償却引当金は，こ
の再評価額を基礎として計上しなければならない（9項および21項）。
　最後に，我国の場合について検討しよう。商法は，「固定資産二付テハ其ノ取得価額又ハ
製作価額ヲ附シ毎年一回一定ノ時期，会社二在リテハ毎決算期二相当ノ償却ヲ為シ予測スル
コト能ハザル減損が生ジタルトキハ相当ノ減額ヲ為スコトヲ要ス」（第34条第2号）と規定
している。この規定においては，①「相当ノ償却」と，②「相当ノ減額」が要求されている。
前者は，企業会計原則が「資産の取得原価は，資産の種類に応じた費用配分の原則によって，
各事業年度に配分しなければならない。有形固定資産は，当該資産の耐用期間にわたり，定
額法，定率法等の一定の減価償却の方法によって，その取得原価を各事業年度に配分し……
なければならない」（第三の五）と述べ，また，連続意見書第三「有形固定資産の減価償却
について」が，「減価償却の最も重要な目的は，適正な費用配分を行なうことによって，毎
期の損益計算を正確ならしめることである。このためには，減価償却は所定の減価償却方法
に従い，計画的，規則的に実施されねばならない。利益におよぼす影響を顧慮して減価償却
費を任意に増減することは，右に述べた正規の減価償却に反するとともに，損益計算をゆが
めるものであり，是認し得ないところである」（第一の二）と説明している「正規の減価償
却」に相当する。この正規の減価償却の目的は，有形固定資産の正確な価値評価（再評価）
を行うことでも，また，当該有形固定資産の更新に備えて，再調達資金を確保するためでも
ない。あくまでも，適正な費用配分によって正確な期間損益計算を行うことが目的であり，
減価償却は，先に検討した国際会計基準第4号やイギリスのSSAP　12におけるのと同様，償
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却可能額の配分手続として理解されている。
　企業会計原則は，減価償却方法として，定額法，定率法，級数法および生産高比例法を例
示している（注解20）が，実務上，多くの会社によって採用されているのは定率法である。
この点，イギリスの場合と異なる。
　次に，商法上でいう「相当ノ減額」は，耐用年数を見積もり直したりすることにより生ず
る過年度の減価償却不足を修正するための「臨時償却」と，有形固定資産の再評価による簿
価の切下げを意味する「臨時損失」の両者を含む。臨時償却と臨時損失は，連続意見書第三
において，次のように説明されているσ
　「減価償却計画の設定に当たって予見することのできなかった新技術の発明等の外的事情
により，固定資産が機能的に著しく減価した場合には，この事実に対応して臨時に減価償却
を行なう必要がある。この場合生ずる臨時償却費は，所定の計画に基づいて規則的に計上さ
れる減価償却費と異なり原価性を有しないとともに，過年度の償却不足に対する修正項目た
るの性質を有するから，これを……前期損益修正項目として処理する」（第一の三）。
　「災害，事故等の偶発的事情によって固定資産の実体が滅失した場合には，その滅失部分
の金額だけ当該資産の簿価を切り下げねばならない。かかる切下げは臨時償却に類似するが，
その性質は，臨時損失であって，減価償却とは異なるものである」（第一の三）。
　我国では，上記の臨時損失とみなされる再評価は行われるが，評価益が生ずるような再評
価は，「固定資産の取得時以後において著しい貨幣価値の変動があった場合および会社更生，
合併等の場合には，当該固定資産の再評価を行ない，これによって減価償却の適正化を図る
ことが認められることがある」（連続意見書第三の第一の四）場合を除き，原則として行わ
れないのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未　完）
